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厚生労働大臣　長妻　昭　殿
専門26業務の適正化について国会答弁への要望書
2010年４月２８日

安全な労働と所得保障を求める女性介護労働者の会
働く女性の全国センター（ACW2）
　日本人材派遣協会の理事長、副理事長は、自らの会社の違法業務が派遣労働者から告

発され役職を降りました。このことは、とても重大な出来事です。厚生労働省は、日本人材派遣協会の統計資料をもとに、大手企業では違法が存在しないかのデーターを鵜呑みにして派遣法案の審議をしてきた経過があるからです。労使癒着の違法行為の放置がようやく、政権交代で表に見えるようになったのです。今回、専門26業務に士や看護職を追加すべきという議論があることを知りました。それは、あまりにも現実の派遣労働の実態を無視した議論であり、下記の要望をいたします。
１　登録型派遣の全面禁止に向けて議論を尽くすことを要望いたします。

働く女性の全国センターは、登録型派遣は、不安定雇用の温床になっており全面禁止

にすべきとの意見です。全面禁止に向けて、引き続き議論してください。

その上で、今国会では、法案で例外としている専門26業務を見直し、名ばかり専門

業務は例外にせず禁止としてください。

２　医療・介護現場の専門26業務への追加は規制緩和になり禁止してください。
　厚生労働省は、専門26業務の適正化をする一方で、医療・介護の派遣労働の規制緩和が検討されていますが、政令で許可されている介護施設では、現実には医療過誤が起きても不思議ではない現実があり、規制緩和に反対です。下記のような実態を知ってください。
【派遣ヘルパーや派遣看護師が働く介護現場の実態】
１　訪問介護～ホームヘルプ・サービス
・正社員でも都内２３区内で基本給１７万円。残業をしなければ生活ができないため、サービス提供責任者のなり手がなく、派遣ヘルパーの需要が増えつつある。
２　デイサービス
・看護師もヘルパーも日雇い派遣状態のデイサービス（心肺停止事故など、介護事故が常態化）。人手不足を理由に、派遣ドライバーに介護をさせていたデイサービスもあった。
３　グループホーム
・日雇い派遣ヘルパーが派遣ヘルパーに、仕事を教えるような派遣ヘルパーで回すグループホーム（８～９割が派遣ヘルパー）。グループホームは、在宅の扱いのため看護師の常駐が義務付けられていない…にもかかわらずターミナルケア状態や医療的な処置が必要な利用者が病院から戻されているが、派遣ヘルパーが夜勤を一人で対応している実態もある。
４　特別養護老人ホーム（６）

・離職率が高く、求人してもヘルパーが集まらないため、派遣ヘルパーに頼らざるを得ない。
５　老人保健施設（４）

・ヘルパーが少ないため、利用者が受けれるのは生存ギリギリのサービス。医療的な処置の必要な利用者が長期入居を余儀なくされており、野戦病院のような現場を派遣ヘルパーや派遣看護師が支える。

６　有料老人ホーム（８）

・３０人の利用者を夜勤１人で対応。２００６年の介護報酬改訂以後、認知症専門ユニットですら２４人を夜勤を１人で担うようになり、認知症男性利用者から暴力でヘルパーがＰＴＳＤになった事例もある。昼間でも見守りするヘルパーがいず、利用者の靴や杖に鈴をつけるような実態。そんな実態を、看護師が日雇い派遣状態で担う。慣れない派遣看護師が介護事故を引き起こすため、常勤のヘルパーが看護師をサポートしなければならない。
【その他】

・派遣ヘルパーや派遣看護師が支える不安定な現場実態。派遣法では派遣ヘルパーも施設の派遣看護師も合法だが、物件費としての扱いを受けている。特に派遣ヘルパーは利用者の名前や感染症すら知らされず、ぶっつけ本番の介護をさせられるため、利用者からの結核や肝炎などの二次感染、菌の運び屋として他の施設への感染拡大もありうる。
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